

















































































































第 9 章　「韓・日 FTA」が IT 産業に及ぼす影響
と課題
第10章　イノベーションが新しい技術として実用
化されるための条件：ドイツ自動車部品
メーカーLEONI 社の例
　このうち、筆者が特に興味をひかれた論文につ
いて多少のコメントをしておきたい。イノベーショ
ン研究にあたってとりわけ重要な課題はやはり、
技術者・研究者であろう。日本の特に大企業に勤
める技術者、研究所に勤める研究者には、「文系」
の人たちにくらべて恵まれない、正しい処遇をう
けていない、という不満を持っている人たちが少
なくない。第 1 章では、現在のシステムが集団主
義的システムであり、これをより個別的なものへ
と変えていくことが必要である、と主張している。
章の最後でその具体的な方向として「1 つは、労
働組合の理解を得て、技術者・研究者等を対象と
する人事制度を構築していく方法（例えば、複線
型人事管理制度の導入）である。そして 2 つ目は
AWAs（オーストラリア職場協定）等のように、
法律により労働協約から離脱して個別契約ができ
るように法制度を改革する方法である」としてい
る。この内容について今後の研究のなかでより具
体的に議論が展開されていくことを期待したい。
　第 3 章も人材を取り上げており、きわめて興味
深い内容となっている。一時、シリコンバレーに
おいてインドや中国系の技術者が多く活躍してい
ることが報じられたが、本章では技術者・研究者
を含む高度人材の国境をこえた移動が世界でどの
ようになっているか、このことがどのような含意
をもたらすかを論じている。そうして、このよう
な人材の日本への流入は水準は低いもののかなり
のペースでのびていること、このような人材が日
本における大学発ベンチャーに貢献していること、
中小ハイテク企業においても外国からの高度人材
の採用が、中核能力形成や企業経営刷新の機会と
なっていることを明らかにしている。第 1 章で述
べられた日本企業の伝統的な「集団主義的システ
ム」が、このような外国からの高度人材の流入、
活用のなかでどのような影響をうけるのかも興味
深いところである。
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　イノベーションを論ずるにあたっては、企業と、
大学や他の企業との連携も重要なテーマである。
第 5 章では特許統計をもちいて、産学連携から生
まれた特許が質が高いものであることをしめして
いる。特許の質をどのように測るかは難しい問題
であるが、産学連携が質の高い特許を生むならば、
産学連携を妨げている、あるいは消極的になる理
由はなんであろうか。このことを明らかにするこ
とにより質の高い技術がうまれることを阻害して
いる要因がわかるかもしれない。なお、本章でお
こなわれている特許統計をもちいたイノベーショ
ン分析は、エビデンスにもとづいたイノベーショ
ン研究を可能にするものとして広くおこなわれる
ようになっている。このような研究の一層の進展
を望みたい。
　第 7 章では米国における産学連携の歴史的背景
や現状を丁寧に説明している。外国の経験から学
ぶことは重要であるが、ややもすれば文脈を無視
し都合のいいところだけをとりだして称揚するこ
ともおこなわれている。本書のように、深い、正
確な理解にもとづいた分析はきわめて貴重である。
さらに、米国における産学連携の契機となったバ
イ・ドール法が導入され 30 年経過しているが、
科学研究やイノベーションに与えた影響について
はどのように評価されているのであろうか。第 6
章では大企業と中小企業の連携についてのケース
スタディがおこなわれている。米国の医薬品産業
ではかって大製薬企業とベンチャー企業が連携す
るモデルが新しいビジネスモデルとして喧伝され
た。本章でのケーススタディでは日本の一地方都
市における、地域での大企業と中小企業の連携に
ついて検討している。筆者は、企業間連携におい
て重要な「信頼」が、地域の顔の見える関係のな
かでは醸成されやすいという。さらに、信頼にも
とづく関係を担保する制度面の整備も必要なのか
もしれない。特許制度の執行面の改革や（すなわ
ち、長時間、高い費用がかかる裁判を中小企業は
維持できない）、不正競争防止法などの法制度面
でのバックアップも有用であるかもしれない。
　さらに、特許制度もイノベーション研究にとっ
てはいうまでもなく重要な研究課題である。特許
制度は、イノベーターがイノベーションによる利
益を確保する手段として働くが、他方で、あまり
にも多くの特許が存在するために新たなイノベー
ションが困難になっている「特許の藪」、という
状態も懸念されている。第 8 章ではその解決策と
してパテントプールが有効かという問題を検討し
ている。パテントプールは、特許の藪の対策とし
て一定の効果をもちうるものの、参加がボランタ
リーであるので、限界もあること、独禁法上の問
題になりうることなどが指摘されている。本来は
発明者の権利保護をつうじて発明を促進しようと
する特許制度が現実には同時にさまざまな問題を
引き起こしている。特許制度のあり方も含めて一
層の検討が必要であろう。
　本書におさめられている各章では、イノベーショ
ン研究の重要な論点が含まれている。多くの章で
はさらなる研究の必要性、方向性がしめされてい
る。一層の研究の進展が大いに期待されるところ
である。
